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○荒尾市地域生活支援事業利用料条例 

平成18年９月28日条例第27号 

改正 

平成20年３月24日条例第６号 

平成25年３月29日条例第16号 

平成26年３月24日条例第10号 

荒尾市地域生活支援事業利用料条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法

律第123号）第77条の規定に基づいて実施する荒尾市地域生活支援事業（以下「支援事業」という。）

に係る利用料に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（対象事業） 

第２条 市長は、支援事業のうち次に掲げる事業について、当該事業の利用者から利用料を徴収す

るものとする。 

(１) 日常生活用具給付等事業 

(２) 移動支援事業 

(３) 日中一時支援事業 

(４) 訪問入浴サービス事業 

（利用料） 

第３条 前条各号に掲げる事業に係る利用料の額は、それぞれ市長が定める基準により算定した額

の100分の10に相当する額とする。ただし、その上限月額は、次の各号に掲げる利用者の区分に応

じ、当該各号に定める額とする。 

(１) 次号から第４号までに掲げる者以外の者 37,200円 

(２) 市町村民税世帯非課税者（利用者及び当該利用者と同一の世帯に属する者が支援事業を利

用した月の属する年度（支援事業を利用した月が４月から６月までの場合にあっては、前年度）

分の地方税法（昭和25年法律第226号）の規定による市町村民税（同法の規定による特別区民税

を含むものとし、同法第328条の規定によって課する所得割を除く。）を課されない者（同法の

施行地である市町村の条例で定めるところにより当該市町村民税を免除された者を含むものと

し、当該市町村民税の賦課期日において同法の施行地に住所を有しない者を除く。）である場

合における当該利用者をいう。次号において同じ。）又は利用者及び当該利用者と同一の世帯
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に属する者が支援事業を利用した月において要保護者（生活保護法（昭和25年法律第144号）第

６条第２項に規定する要保護者をいう。以下同じ。）である者であって別に定めるものに該当

する場合における当該利用者（次号及び第４号に掲げる者を除く。） 24,600円 

(３) 市町村民税世帯非課税者であり、かつ、支援事業を利用した月の属する年の前年（支援事

業を利用した月が１月から６月までの場合にあっては、前々年とする。以下この号において同

じ。）中の公的年金等の収入金額（所得税法（昭和40年法律第33号）第35条第２項第１号に規

定する公的年金等の収入金額をいう。）、当該支援事業を利用した月の属する年の前年の合計

所得金額（地方税法第292条第１項第13号に規定する合計所得金額をいい、その額が零を下回る

場合には、零とする。）及び当該支援事業を利用した月の属する年の前年に支給された国民年

金法（昭和34年法律第141号）に基づく障害基礎年金その他の別に定める給付を合計した金額の

合計額が80万円以下である者又は利用者及び当該利用者と同一の世帯に属する者が支援事業を

利用した月において要保護者である者であって別に定めるものに該当する場合における当該利

用者（次号に掲げる者を除く。） 15,000円 

(４) 利用者及び当該利用者と同一の世帯に属する者が、支援事業を利用した月において、被保

護者（生活保護法第６条第１項に規定する被保護者をいう。）又は要保護者である者であって

別に定めるものに該当する場合における当該利用者 零 

２ 前項の規定にかかわらず、同項第２号又は第３号に該当する利用者の利用料の額は、次の各号

に掲げる事業の区分に応じ、当該各号に定める額とする。この場合において、その上限月額は、

同項第２号及び第３号の規定を準用する。 

(１) 日常生活用具給付等事業 零 

(２) 移動支援事業、日中一時支援事業及び訪問入浴サービス事業 市長が定める基準により算

定した額の100分の５に相当する額 

（委任） 

第４条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成18年10月１日から施行する。 

附 則（平成20年３月24日条例第６号） 

この条例は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年３月29日条例第16号） 

この条例は、平成25年４月１日から施行する。（後略） 
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附 則（平成26年３月24日条例第10号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成26年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の荒尾市地域生活支援事業利用料条例の規定は、この条例の施行の日以後の利用（日常

生活用具給付等事業にあっては、同日以後の申請）に係る利用料について適用し、同日前の利用

（日常生活用具給付等事業にあっては、同日前の申請）に係る利用料については、なお従前の例

による。 


